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資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和７年 12 月 22 日

国立大学法人山形大学
米沢キャンパス長 黒田 充紀

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 06
〇第５号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
サステナブルエレクトロニクス分析装置
一式
 調達方法 購入等
 導入予定時期
令和９年５月以降

 調達に必要とされる基本的な要求要件
A サステナブルエレクトロニクス分析装置
は、透過型電子顕微鏡（TEM）、X線小角
散乱装置（SAXS)、X線光電子分光装置
（XPS)それぞれを有すること。
B TEMはサブナノメートル解像度の高分
解能観察および元素分析が可能であるこ
と。
C SAXSは以下の３つの測定がそれぞれ可
能であること。回転対陰極型X線源と、
高強度ラインビームの照射において分解
能・強度の高い２次元回折像を得るための
スリットを用いたGI‑SAXS／WAXS測
定。回転対陰極型X線源とコンフォーカ
ルミラー、円形ピンホールスリットによる
光学系を用いて、大気環境下で自作アタッ
チメントを使用するための大型試料室に対
応した測定。２θ＝60°以上の２次元回
折像の同時測定。
D XPSは材料表面および界面の元素組成や
化学結合状態を高感度に解析可能であるこ
と。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和８年１月22日12時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒9928510 山形県米沢市城南
４３16 山形大学米沢キャンパス事務部
会計課財務会計担当 鈴木 洋一 電話
0238263009

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和７年12月22日から令和８年
１月22日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
 開催日時 令和８年１月８日14時00分
 開催場所 山形大学工学部事務棟１階ミー
ティングルーム

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

 Classification of the the products to be

procured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Analyzing for Sustainable Elec‑

tronics System 1 set

 Type of the procurement : purchase

 Basic requirements of the procurement :

A The Sustainable Electronics Analysis

System shall include a transmission elec‑

tron microscope (TEM), an X‑ray small‑

angle scattering instrument (SAXS), and

an X‑ray photoelectron spectroscopy

(XPS) instrument.

B TEM shall be capable of high‑resolu‑

tion imaging and elemental analysis with

sub‑nanometer resolution.

C SAXS shall be capable of performing

the following three types of measure‑

ments :

 GI‑SAXS／WAXS measurements us‑
ing a rotating anode X‑ray source and

slits designed to obtain high‑resolution

and high‑intensity two‑dimensional di‑

ffraction images under high‑intensity

line beam irradiation.

 Measurements using an optical sys‑

tem consisting of a rotating anode X‑

ray source, a confocal mirror, and a

circular pinhole slit, compatible with a

large sample chamber that allows the

use of custom‑made attachments under

ambient conditions.

 Simultaneous measurement of two‑

dimensional diffraction images at 2θ
angles of 60or higher.

D XPS instrument shall be capable of

highly sensitive analysis of the elemental

composition and chemical bonding states

of material surfaces and interfaces.

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 12 : 00 22 January, 2026

 Contact point for the notice : Yoichi Su‑

zuki, Procurement Section, Accounting Di‑

vision, Department of Yonezawa Campus

services, Yamagata University, 4316
Jonan Yonezawa‑shi Yamagata‑ken 992
8510 Japan, TEL 0238263009

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和７年 12 月 22 日

国立大学法人鹿児島大学
契約担当役事務局長 藤澤 亘

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 46
〇第７号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 導入計画物品及び数量 情報基盤統括セン
ター電子計算機システム 一式
 調達方法 借入
 導入予定時期 令和９年３月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 調達するシステムは、本学の教育研究を
支える学術情報基盤であり、教育研究ソフ
トウェアシステム、教育研究サービスシス
テム、教室計算機システム、運用管理シス
テムより構成される。

Ｂ 教育研究ソフトウェアシステムは、学内
すべての計算機で利用できるソフトウェア
群である。教育研究サービスシステムは、
教職員用Webメール、仮想サーバ、ウイ
ルス検査などのサービスを学内に向けて提
供するシステム群である。教室計算機シス
テムは、共通教育・専門教育、学生の自学
自習、研究を支援するためのシステムであ
る。運用管理システムは、調達するシステ
ムの運用管理を行うためのシステムであ
る。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和８年２月２日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒8908580 鹿児島市郡元１
2124 鹿児島大学財務部経理課契約係 隈
元 洋平 電話0992857180

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和７年12月22日から令和８年
２月２日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
 開催日時 令和８年１月７日15時00分
 開催場所 鹿児島大学情報基盤統括セン
ター４階 第２会議室

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

rent : Computer system for the Center for

Management of Information Technologies

1 Set
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